障害者のための情報保障啓発事業について

１．趣旨、目的、効果等

近年のパソコンの普及やインターネットの整備などにより、障害者を取り巻く情報環境は飛躍的に向上した。

しかし、情報技術のさらなる発展により、健常者と障害者の情報の格差も問題になりつつある。例えば、デジタル放送の普及により、聴覚障害者のための字幕放送活用に不安が生まれている。さらに、情報のインフラ整備に対して、その内容、プログラムの充実に対する取り組みの遅れが指摘されている。

そこで、本事業は関係機関、団体とも協力しながら、今後さらに発展していくと予想される情報化社会における障害者の情報保障を確保するための方策について、調査研究を行う。

本事業を実施することにより、今後の情報化社会の発展にむけた障害者の情報保障のあり方についての指針が得られるものと思料される。

２．事 業 内 容
（１）調査

障害者の情報へのアクセス状況や情報にかかわるあり方について、関係機関、団体とも協力し、国内外の状況について調査する。調査は、国内、国外の関係機関の協力を得て実態調査を行う。

（２）セミナーの実施

調査結果を踏まえ、セミナーを実施する。

①テーマ：「障害者のための情報保障」

②内容

(1) 状況報告
情報保障の先進国（米国・欧州）から講師を招聘し、その国の状況について状況報告を行う。

(2) デジタル技術の検討

情報保障の現況を踏まえ、障害者がデジタル技術を利用することにより情報保障の環境を促進できるようなインターネットの活用、デジタル放送などへのアクセスの向上について検討する。

（３）マニュアルの作成

国内外での調査及び、セミナーでの検討、研究結果に基づき、障害者の情報へのアクセスの向上及び、情報にかかわるマニュアルを製作し普及啓発を図る。

（４）ビデオの作成

マニュアルに加え、障害者の情報保障、利用に関する具体的な利用・活用方法を含んだ啓発ビデオを作製し、周知を図る。

３．助成団体　埼玉県民共済生活協同組合
資料４








